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・発注者区分の「独立行政法人等」には独立行政法人のほか、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人等が含まれ
ます。

 　東日本建設業保証株式会社

お問い合わせ先：業務部業務サービス課
　　電話　０３－３５５２－７５２８／FAX　０３－３５５２－７５３９

公 共 工 事 の 動 向
（令和3年12月）

　　◆ 利用上の注意

・集計は、当社が前払金保証契約を行なった日（保証契約日といいます。）を基準としており、 工事の請負契約日と保証契約
日との間には、若干のタイムラグ（概ね半月以内）が発生する 場合があります。

・当社が前払金保証を行なった工事について集計しています。



Ⅰ．全般の状況

　１．12月単月
　　請負金額が微減

（金額単位：億円）

令和3年度 令和2年度 増　　減 増減率

　当月の取扱は、件数が前年同月比－12.3％の7,947件、請負金
額が－0.0％の3,996億円となった。

件　数 7,947 9,065 -1,118 -12.3%

請負金額 3,996 3,997 0 -0.0%

保証金額 1,588 1,688 -100 -5.9%
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　２．4月～12月累計
　　請負金額が2桁の減少

（金額単位：億円）

増減率

-5.9%

-12.9%

令和3年度

107,650

63,251

令和2年度

114,387

72,617

28,605 -13.3%

増　　減

-6,737

-9,365

件　数

請負金額

　１２月までの取扱は、件数が前年同期比－5.9％の107,650件、請
負金額が－12.9％の6兆3,251億円となっている。

保証金額 24,804 -3,801
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Ⅱ．発注者別状況

　１．12月単月
　　市区町村で低調

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

6

（Ａ） 国
　国土交通省などで増加したものの、防衛省、環境省などで減少した。
　防衛省は東北防衛局（－１５億円）などで、環境省は福島地方環境事務所（－８億円）などで減少した。

（Ｂ） 独立行政法人等
　中日本高速道路㈱、都市再生機構などで増加した。

（Ｃ）都道府県
　東京、千葉などで増加したものの、福島、岐阜などで減少した。

（Ｄ）市区町村
　宮城、千葉などで増加したものの、神奈川、福島などで減少した。
　神奈川は川崎市（－５７億円）などで、福島は浪江町（－２６億円）などで減少した。

（Ｅ）地方公社
　東京都住宅供給公社などで減少した。

（Ｆ）その他

　日本下水道事業団などで減少したものの、日本郵便㈱などで増加した。

地 方 公 社 20 49 -29 -58.3%

独 立 行 政
法 人 等

市 区 町 村

都 道 府 県 1,469 1,460

福島（-46）

9 岐阜（-44）

東京都住宅供給公社（-7）

中日本高速道路（65）
都市再生機構（44）

東京（219） 千葉（11）

宮城（38） 千葉（29）

福島（-69）

神奈川（-83）

日本下水道事業団（-32）そ   の   他 172 150 22 14.7% 日本郵便（49）

3,996 3,997 0 -0.0%

　独立行政法人等で著しい増加、その他で２桁の増加、都道府県で微増となったものの、地方公社で著しい減
少、市区町村で低調、国でも微減となったため、全体としても－0.0％の減少となった。

合         計

 減    少主    な   増    加 主    な  

国土交通省（41）
防衛省（-36）

環境省（-12）

1,480 1,607 -127

0.6%

-7.9%

41.8%

請 負 金 額
増減額 増減率

443 312 130

国 410 416 -6 -1.6%

その他 150（3.8%） その他 172（4.3%）

地方公社 49（1.2%） 地方公社 20（0.5%）

市区町村 1,607（40.2%） 市区町村 1,480（37.0%）

都道府県 1,460
（36.5%） 都道府県 1,469

（36.8%）

独法 312（7.8%） 独法 443（11.1%）

国 416（10.4%） 国 410（10.3%）
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　２．4月～12月累計
　　国で大幅な減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

岩手（-508） 福島（-496）

宮城（-401）

宮城（-623） 福島（-441） 6

愛知（-354）

（Ａ） 国
　法務省などで増加しているものの、環境省、国土交通省などで減少している。
　環境省は福島地方環境事務所（－２，７１４億円）などで、国土交通省は東北地方整備局（－６０２億円）などで
　減少している。

（Ｂ） 独立行政法人等
　中日本高速道路㈱などで増加しているものの、都市再生機構、東日本高速道路㈱などで減少している。

（Ｃ）都道府県
　愛知、岐阜などで増加しているものの、岩手、福島、宮城などで減少している。

（Ｄ）市区町村
　東京、神奈川などで増加しているものの、宮城、福島、愛知などで減少している。
　宮城は気仙沼市（－２０８億円）などで、福島は郡山市（－１２６億円）などで、
　愛知は常滑市（－７４億円）などで減少している。

（Ｅ）地方公社
　神奈川県住宅供給公社などで増加しているものの、名古屋高速道路公社などで減少している。

（Ｆ）その他
　鹿島地方事務組合などで増加しているものの、東京二十三区清掃一部事務組合などで減少している。

名古屋高速道路公社（-69）

72,617 -9,365 -12.9%

そ   の   他 3,165 3,919 -753 -19.2%

　国で大幅な減少、独立行政法人等、市区町村、その他で２桁の減少、都道府県、地方公社でも低調となって
いるため、全体としても－12.9％の減少となっている。

鹿島地方事務組合（72）
東京二十三区清掃一部事務
組合（-635）

合         計 63,251

東京（205） 神奈川（47）

地 方 公 社 750 787 -37 -4.8% 神奈川県住宅供給公社（55）

市 区 町 村 22,469 25,134 -2,664 -10.6%

-1,339 -6.1% 愛知（256） 岐阜（196）

独 立 行 政
法 人 等

7,119 8,586

都 道 府 県 20,566 21,906

都市再生機構（-632）

請 負 金 額

-1,467 -17.1%
東日本高速道路（-365）

法務省（48）

中日本高速道路（192）

環境省（-2,709）

国土交通省（-320）

増減額 増減率 主    な   増    加 主    な   減    少

国 9,180 12,282 -3,102 -25.3%
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（30.2%） 都道府県 20,566
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Ⅲ．工事場所別状況

　１．12月単月
　　東北で２桁の減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 677 820 -142 -17.4% 宮城（20） 2 福島（-113） 岩手（-39） 4

関   東 2,112 1,990 121 6.1% 東京（292） 千葉（103） 3 神奈川（-231） 群馬（-44） 4

甲信越 283 267 16 6.0% 山梨（30） 長野（10） 2 新潟（-25） 1

北   陸 215 187 27 14.9% 富山（40） 福井（11） 2 石川（-23） 1

東   海 633 652 -19 -2.9% 静岡（31） 三重（7） 2 愛知（-32） 岐阜（-26） 2

その他 75 79 -4 -5.6% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 3,996 3,997 0 -0.0% 6

（Ａ） 東北地区

　宮城、秋田で増加したものの、福島、岩手などで減少した。

　福島は県（－６９億円）などで、岩手は市町村（－１６億円）などで減少した。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、群馬などで減少したものの、東京、千葉などで増加した。

　東京は都（＋１９８億円）などで、千葉は独立行政法人等（＋３３億円）などで増加した。

（Ｃ）甲信越地区

　新潟で減少したものの、山梨、長野で増加した。

　山梨は独立行政法人等（＋２１億円）などで、長野は国（＋５７億円）で増加した。

（Ｄ）北陸地区

　石川で減少したものの、富山、福井で増加した。

　富山は独立行政法人等（＋３８億円）などで、福井は市町（＋１３億円）などで増加した。

（Ｅ）東海地区

　静岡、三重で増加したものの、愛知、岐阜で減少した。

　愛知は国（－２２億円）などで、岐阜は県（－４４億円）などで減少した。

　北陸で２桁の増加、関東、甲信越で堅調な増加となったものの、東北で２桁の減少、東海でも若干の減少となった
ため、全体としても－0.0％の減少となった。

 減    少 －増減率 主    な   増    加 ＋ 主    な  
請 負 金 額
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　２．4月～12月累計
　　東北で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 12,827 18,857 -6,029 -32.0% 青森（121） 山形（77） 2 福島（-3,783） 岩手（-1,180） 4

関   東 28,523 30,662 -2,139 -7.0% 神奈川（544） 埼玉（239） 2 東京（-1,937） 栃木（-281） 5

甲信越 5,546 5,753 -207 -3.6% 山梨（136） 1 長野（-259） 新潟（-84） 2

北   陸 4,031 4,247 -215 -5.1% 富山（113） 1 福井（-283） 石川（-45） 2

東   海 10,898 11,674 -776 -6.6% 岐阜（72） 1 静岡（-536） 愛知（-299） 3

その他 1,425 1,422 3 0.2% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 63,251 72,617 -9,365 -12.9% 6

（Ａ） 東北地区

　青森、山形で増加しているものの、福島、岩手などで減少している。

　福島は国（－２，８２５億円）などで、岩手は県（－５０８億円）などで減少している。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、埼玉で増加しているものの、東京、栃木などで減少している。

　東京は独立行政法人等（－１，２８１億円）などで、栃木は県（－１６６億円）などで減少している。

（Ｃ）甲信越地区

　山梨で増加しているものの、長野、新潟で減少している。

　長野はその他（－１５６億円）などで、新潟は市町村（－２３４億円）などで減少している。

（Ｄ）北陸地区

　富山で増加しているものの、福井、石川で減少している。

　福井は独立行政法人等（－１８１億円）などで、石川も独立行政法人等（－９４億円）などで減少している。

（Ｅ）東海地区

　岐阜で増加しているものの、静岡、愛知などで減少している。

　静岡は独立行政法人等（－３０８億円）などで、愛知は市町村（－３５８億円）などで減少している。

＋ 主    な   減    少 －

　東北で著しい減少、関東、北陸、東海で低調、甲信越でも若干の減少となったため、全体としても－12.9％の減
少となっている。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加
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東海 11,674（16.1%） 東海 10,898（17.2%）

北陸 4,247（5.8%） 北陸 4,031（6.4%）

甲信越 5,753（7.9%） 甲信越 5,546（8.8%）

関東 30,662（42.2%）
関東 28,523（45.1%）

東北 18,857（26.0%）

東北 12,827（20.3%）
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参考１　工事場所別状況（詳細版）

（金額単位：億円）

令和3年度
（12月単月）

令和2年度
（12月単月）

令和3年度
（4月～12月累計）

令和2年度
（4月～12月累計）

青　 　　森 43 47 -4 -8.4% 1,690 1,568 121 7.8%
岩　 　　手 54 94 -39 -42.3% 1,861 3,042 -1,180 -38.8%
宮　 　　城 239 218 20 9.4% 2,661 3,803 -1,141 -30.0%
秋　 　　田 98 98 0 0.4% 1,400 1,523 -123 -8.1%
山　 　　形 46 52 -5 -11.0% 1,527 1,449 77 5.4%
福　 　　島 194 308 -113 -36.8% 3,685 7,469 -3,783 -50.7%
茨　　 　城 144 159 -15 -9.9% 2,981 3,261 -279 -8.6%
栃　　 　木 75 92 -17 -18.5% 1,718 2,000 -281 -14.1%
群　　 　馬 80 124 -44 -35.5% 1,485 1,720 -234 -13.7%
埼　　 　玉 206 173 33 19.2% 3,724 3,484 239 6.9%
千　 　　葉 271 167 103 61.8% 3,183 3,373 -189 -5.6%
東　　 　京 1,074 781 292 37.5% 9,603 11,541 -1,937 -16.8%
神　奈　川 259 491 -231 -47.1% 5,826 5,282 544 10.3%
山　　 　梨 82 51 30 60.1% 1,236 1,100 136 12.4%
長　　 　野 126 115 10 9.3% 1,975 2,234 -259 -11.6%
新　 　　潟 74 99 -25 -25.6% 2,334 2,418 -84 -3.5%
富　 　　山 104 63 40 64.3% 1,222 1,108 113 10.2%
石　　 　川 48 72 -23 -32.9% 1,494 1,540 -45 -3.0%
福　 　　井 62 51 11 21.6% 1,314 1,597 -283 -17.7%
静　 　　岡 187 155 31 20.5% 3,156 3,692 -536 -14.5%
愛　　 　知 234 266 -32 -12.1% 4,167 4,467 -299 -6.7%
岐　　 　阜 139 165 -26 -16.0% 2,147 2,075 72 3.5%
三　　 　重 72 64 7 12.0% 1,426 1,439 -12 -0.9%
そ　の　他 75 79 -4 -5.6% 1,425 1,422 3 0.2%
合　　　計 3,996 3,997 0 -0.0% 63,251 72,617 -9,365 -12.9%

増　減　額 増　減　率 増　減　額 増　減　率
請　負　金　額 請　負　金　額

東

海

工 事 場 所

区  分

東

北

関

東

甲
信
越

北

陸
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参考２　請負金額階層別状況

１．12月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 184 4.6% 203 5.1% -19 -9.3% -0.5
2,000万円未満 267 6.7% 315 7.9% -48 -15.5% -1.2
5,000万円未満 532 13.3% 629 15.7% -97 -15.4% -2.4
小    計 984 24.6% 1,149 28.7% -164 -14.4% -4.1
１億円未満 415 10.4% 535 13.4% -119 -22.4% -3.0
２億円未満 486 12.2% 529 13.2% -42 -8.1% -1.0
５億円未満 677 17.0% 741 18.5% -63 -8.5% -1.5
小    計 1,579 39.5% 1,805 45.2% -225 -12.5% -5.7
１０億円未満 451 11.3% 416 10.4% 34 8.4% 0.9
１０億円以上 980 24.5% 625 15.7% 355 56.8% 8.8
小    計 1,432 35.8% 1,042 26.1% 390 37.4% 9.7
合    計 3,996 100.0% 3,997 100.0% 0 -0.0%

２．4月～12月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 1,905 3.0% 2,063 2.8% -157 -7.6% 0.2
2,000万円未満 3,454 5.5% 3,637 5.0% -183 -5.0% 0.5
5,000万円未満 8,927 14.1% 9,401 12.9% -474 -5.1% 1.2
小    計 14,287 22.6% 15,102 20.8% -815 -5.4% 1.8
１億円未満 9,114 14.4% 9,665 13.3% -551 -5.7% 1.1
２億円未満 9,661 15.3% 9,752 13.4% -90 -0.9% 1.9
５億円未満 10,979 17.4% 12,323 17.0% -1,344 -10.9% 0.4
小    計 29,755 47.0% 31,741 43.7% -1,986 -6.3% 3.3
１０億円未満 5,362 8.5% 5,912 8.1% -549 -9.3% 0.4
１０億円以上 13,847 21.9% 19,860 27.3% -6,013 -30.3% -5.4
小    計 19,209 30.4% 25,772 35.5% -6,562 -25.5% -5.1
合    計 63,251 100.0% 72,617 100.0% -9,365 -12.9%

小
規
模

大
規
模

中
規
模

大
規
模

中
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率

小
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率
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参考３　資本金階層別状況

１．12月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 1,500 37.5% 1,826 45.7% -326 -17.9% -8.2

１億円未満 517 12.9% 540 13.5% -22 -4.2% -0.6

３億円未満 211 5.3% 212 5.3% 0 -0.2% 0.0

小    計 2,229 55.8% 2,578 64.5% -349 -13.6% -8.7

１０億円未満 167 4.2% 88 2.2% 78 88.4% 2.0

１０億円以上 815 20.4% 522 13.1% 293 56.3% 7.3

小    計 983 24.6% 610 15.3% 372 60.9% 9.3

　共  同  企  業  体 784 19.6% 807 20.2% -23 -2.9% -0.6

合    計 3,996 100.0% 3,997 100.0% 0 -0.0%

２．4月～12月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 26,477 41.9% 28,440 39.2% -1,962 -6.9% 2.7

１億円未満 8,033 12.7% 8,527 11.7% -493 -5.8% 1.0

３億円未満 3,523 5.6% 3,562 4.9% -39 -1.1% 0.7

小    計 38,034 60.1% 40,531 55.8% -2,496 -6.2% 4.3

１０億円未満 2,198 3.5% 1,951 2.7% 247 12.7% 0.8

１０億円以上 10,044 15.9% 11,888 16.4% -1,844 -15.5% -0.5

小    計 12,243 19.4% 13,840 19.1% -1,597 -11.5% 0.3

　共  同  企  業  体 12,974 20.5% 18,245 25.1% -5,271 -28.9% -4.6

合    計 63,251 100.0% 72,617 100.0% -9,365 -12.9%

中
小
規
模

大
規
模

増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

令　和　2　年　度令　和　3　年　度

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度

中
小
規
模

大
規
模
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